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①連結計算書類の連結注記表 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の数 10 社 

② 連結子会社名  

三親電材㈱・中工開発㈱・㈱中電工テクノ・㈱イーペック広島・㈱広島エレテック 

㈱岡山エレテック・㈱山口エレテック・㈱島根エレテック 

㈱鳥取エレテック・CHUDENKO（Malaysia）Sdn.Bhd. 

なお、中工開発㈱については、重要性の観点から、当連結会計年度より新たに連結の範囲に含

めている。 

③ 非連結子会社の名称等 

合同会社あぐりこるＷＥＳＴ・㈱中電工ワールドファーム 

非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社 2 社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及

ぼしていないためである。 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社（合同会社あぐりこるＷＥＳＴ、㈱中電工ワールドファ

ーム）及び関連会社（ＯＣソーラー㈱）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外している。 

(3) 連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社である CHUDENKO(Malaysia)Sdn.Bhd.の決算日は 12 月 31 日である。 

連結計算書類の作成に当たっては同決算日現在の財務諸表を使用している。ただし、1月 1日か

ら連結決算日 3月 31 日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行ってい

る。 

上記以外の連結子会社の決算日は、連結決算日と同一である。 

(4) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融

商品取引法第 2 条第 2 項により有価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっている。 
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2) たな卸資産 

未成工事支出金    個別法による原価法 

材料貯蔵品 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

汎用品          総平均法 

汎用品以外      個別法 

商品       最終仕入原価法                             

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

② 重要な減価償却資産の減価償却方法 

1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社については主として定率法（ただし、平成 10 年 4月 1 日以降に取

得した建物（附属設備を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は定額法を採用してい

る。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

いる。 

2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を

採用している。 

3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

③ 重要な引当金の計上基準 

1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上している。 

2）完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来

の見積補償額に基づいて計上している。 

3）工事損失引当金 

当連結会計年度末未成工事のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備

えるため、その損失見込額を計上している。 

4）役員賞与引当金 

一部の連結子会社は、役員の賞与の支払に備えるため、当連結会計年度末における支給見

込額を計上している。 

5）役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上している。 
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④ 退職給付に係る負債の計上基準 

  1）退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっている。 

      2）数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処

理することとしている。 

      3）小規模企業等における簡便法の採用 

        一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計上に当たっては簡便法を採

用している。 

⑤ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

1）当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

2）その他の工事 

工事完成基準 

⑥ 消費税及び地方消費税の処理方法 

税抜方式によっている。 

⑦ 追加情報 

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン） 

    当社は、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っている。 

1）取引の概要 

当社は、当社従業員に対し、福利厚生の拡充とともに、中長期的な企業価値向上へのインセン

ティブを付与することで勤労意欲の高揚を図り、業績の向上ひいては株式価値の向上に寄与する

ことを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」という。）

を平成 25 年 12 月から導入している。 

本プランでは、当社が信託銀行に「中電工従業員株式投資会専用信託口」（以下、「本信託」

という。）を設定し、本信託は設定後 3年間にわたり中電工従業員株式投資会が取得すると見込

まれる規模の当社株式を、借入金を原資として当社からの第三者割当によって予め取得する。そ

の後は、本信託から中電工従業員株式投資会に対して継続的に当社株式の売却が行われるととも

に、信託終了時点で本信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が

残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配される。なお、当社は、本信託が当社株式を取

得するための借入に対し保証をしているため、当社株価の下落により本信託内に株式売却損相当

額が累積し、信託終了時点において本信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、

保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになる。 

    2）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上している。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は 109 百万

円、株式数は 60 千株である。 

    3） 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

当連結会計年度末の短期借入金の帳簿価額は 61 百万円である。 



- 4 - 

２．会計方針の変更に関する注記 

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年 9 月 13 日。以下「企業結合会計基

準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25年 9 月 13 日。以

下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第 7 号 平成 25年

9 月 13 日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続して

いる場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連

費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更した。また、当連結会計年度の期首以後

実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合

日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更する。加えて、当期純利益等の表示の

変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っている。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－2 項（4）、連結会計基準第 44－5 項

（4）及び事業分離等会計基準第 57－4 項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度

の期首時点から将来にわたって適用している。 

なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び 1株当たり情報に与える影響額はない。 

３．表示方法の変更に関する注記 

  （連結損益計算書） 

前連結会計年度における「販売事業売上高」「販売事業売上原価」「販売事業総利益」は、当連結会計

年度より中工開発㈱を連結の範囲に含めたことに伴い、「その他の事業売上高」「その他の事業売上原

価」「その他の事業総利益」にそれぞれ名称を変更している。 

前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」に含めていた「売上割引」は、金額的重要性が増

したため、当連結会計年度より区分掲記している。 

４．連結貸借対照表に関する注記 

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれている。 

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

普通株式                   65,138,117 株 
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(2) 配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決 議 株式の種類
配当金の 

総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成27年 6月 25日

定 時 株 主 総 会
普通株式 2,952 百万円 50円 00銭 平成27年 3月 31日 平成27年 6月 26日

平成27年10月30日

取 締 役 会
普通株式 1,809 百万円 31円 00銭 平成27年 9月 30日 平成27年 12月 7日

（注）１．平成 27 年 6 月 25 日定時株主総会決議による配当金の総額には、中電工従業員株式投資

会専用信託口（以下、「本信託」という。）が保有する当社株式に対する配当金 6 百万

円が含まれている。 

    ２．平成 27 年 10 月 30 日取締役会決議による配当金の総額には、本信託が保有する当社株

式に対する配当金 2百万円が含まれている。 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の 

総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成28年 6月 28日

定 時 株 主 総 会
普通株式 利益剰余金 2,392百万円 41円00銭 平成28年3月31日 平成28年6月29日

（注）平成 28 年 6 月 28 日定時株主総会決議予定による配当金の総額には、本信託が保有する当社

株式に対する配当金 2 百万円が含まれている。 

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と

なる株式の種類及び数 

   普通株式                   145,100 株 

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、運転資金については短期の安全性の高い金融商品で、これ以外の資金は資金

運用として長期の安全性の高い金融商品で運用している。その他、営業政策として株式を取得し

ている。 

営業債権に係る信用リスクの管理は、個々の工事受注時に「受注契約時の工事金受取条件の基

準」及び「与信調査業務の取扱基準」に基づいて、不良債権の発生防止を図っている。 

また、保有している投資有価証券は主として債券であり、資金運用方針に従って格付の高い債

券を対象とし、発行体の信用情報や時価の把握を定期的に行っている。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成 28 年 3 月 31 日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりである。 

（単位：百万円） 

連結貸借対照表 
計上額（＊) 

時価（＊） 差額 

① 現金預金 17,208 17,208 － 

② 受取手形・完成工事未収入金等 45,295 45,295 － 

③ 有価証券及び投資有価証券 137,409 137,409 － 

④ 長期貸付金 5,808 5,888 80 

⑤ 長期預金 4,500 4,495 △4 

⑥ 特定金銭信託 1,010 1,010  － 

⑦ 支払手形・工事未払金等 (27,375) (27,375) － 

⑧ 未払法人税等 (2,671) (2,671) － 

⑨ 長期借入金（１年内返済予定を含む） (61) (61) － 

  （＊）負債に計上されるものについては、（ ）で示している。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

① 現金預金、並びに② 受取手形・完成工事未収入金等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっている。 

③ 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された

価格によっている。 

また、ＭＭＦ、譲渡性預金等は、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっている。 

④ 長期貸付金 

長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、そ

の将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割

り引いた現在価値により算定している。 

⑤ 長期預金、並びに⑥ 特定金銭信託 

時価は取引金融機関から提示された価格によっている。 

⑦ 支払手形・工事未払金等、並びに⑧ 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっている。 

⑨ 長期借入金 

長期借入金の借入金利は、市場金利を反映する変動金利であり、また、当社の信用状態は実行後

大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額

によっている。 

（注）２．非上場株式、合同会社出資金及び匿名組合出資金（連結貸借対照表計上額 2,656 百万円）

は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、「③ 有価証券及び投資有価証券」には含めていな

い。 
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７．1株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産額    3,654 円 78 銭 

1 株当たり当期純利益         185 円 97 銭 

（注）  株主資本において自己株式として計上されている中電工従業員株式投資会専用信託口に残存する自

社の株式は、1 株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、

また、1 株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてい

る。 

    1 株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計年度 60,300 株で

あり、1 株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当連結会計年度

97,620 株である。 

８．その他の注記 

退職給付に関する注記 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度を採用し、企業年金制度及び退

職一時金制度を設けている。退職一時金制度には、退職給付信託を設定している。それぞれ、ポイ

ントに基づいて、企業年金制度では一時金又は年金、退職一時金制度では一時金を支給している。 

連結子会社 1社は、積立型の確定給付制度を採用し、企業年金制度を設けている。また、一部の

連結子会社は、非積立型の退職一時金制度を設けている。これらの連結子会社は、退職給付に係る

負債及び退職給付費用の計上に当たっては簡便法を採用している。 

(2) 確定給付制度

 ① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を含む。）

（単位：百万円） 

退職給付債務の期首残高 33,963 

勤務費用 1,453 

利息費用 333 

数理計算上の差異の発生額 398 

退職給付の支払額 △ 3,589  

連結の範囲の変更に伴う影響額 4 

退職給付債務の期末残高 32,563  

 ② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を含む。） 

（単位：百万円） 

年金資産の期首残高 29,600 

期待運用収益 288 

数理計算上の差異の発生額 △2,560 

事業主からの拠出額 2,869 

退職給付の支払額 △ 3,580  

その他 △7  

年金資産の期末残高 26,608  
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 ③ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債 

及び退職給付に係る資産の調整表（簡便法を適用した制度を含む。） 

（単位：百万円） 

積立型制度の退職給付債務 32,525 

年金資産 △ 26,608 

 5,917 

非積立型制度の退職給付債務 37 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,955  

退職給付に係る負債 5,986 

退職給付に係る資産 △30 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,955 

 ④ 退職給付費用及びその内訳項目の金額（簡便法を適用した制度を含む。） 

（単位：百万円） 

勤務費用 1,453 

利息費用 333 

期待運用収益 △ 288 

数理計算上の差異の費用処理額 △33 

その他 7 

確定給付制度に係る退職給付費用 1,472 

⑤ 退職給付に係る調整額 

      退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりである。 

（単位：百万円） 

数理計算上の差異 △2,992 

⑥ 退職給付に係る調整累計額 

      退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりである。 

（単位：百万円） 

未認識数理計算上の差異 707 

⑦ 年金資産に関する事項

1） 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。 

（単位：％） 

債券 21 

株式 34 

一般勘定 24 

その他 21 

合 計 100 

（注）年金資産合計には、退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が 41％含まれている。 

（注
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2） 長期期待運用収益率の設定方法 

１．企業年金資産 

   年金資産の構成、運用方針、過去の運用実績及び年金資産が退職給付の支払に充てられる

までの長期的な期間を考慮して設定している。 

      ２．退職給付信託 

        退職給付信託は株式及び金利の低い預金によって構成されており、期待運用収益の算定が

困難であるため、長期期待運用収益率を見積っていない。 

⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率  1.0％ 

長期期待運用収益率 企業年金資産 2.0％ 

退職給付信託 －％ 

（注）本連結注記表は、次により記載しております。 

1．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

2．比率は、表示単位未満を四捨五入により表示しております。 
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②計算書類の個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

1）子会社株式     移動平均法による原価法 

2）その他有価証券  

時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品

取引法第 2条第 2項により有価証券とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法によっている。 

② たな卸資産 

1）未成工事支出金   個別法による原価法 

2）材料貯蔵品 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

汎用品 総平均法 

汎用品以外     個別法 

(2) 固定資産の減価償却方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を

採用している。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用

している。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用している。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

② 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期の完成工事高に対する将来の見積補償額に基

づいて計上している。 
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③ 工事損失引当金 

当期末未成工事のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損

失見込額を計上している。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上している。 

1) 退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっている。 

2) 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理することとしている。 

(4) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

① 当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

② その他の工事 

工事完成基準 

(5) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の

方法と異なっている。 

(6) 消費税及び地方消費税の処理方法 

税抜方式によっている。 
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(7) 追加情報 

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン） 

当社は、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っている。 

    ① 取引の概要 

当社は、当社従業員に対し、福利厚生の拡充とともに、中長期的な企業価値向上へのインセンティ

ブを付与することで勤労意欲の高揚を図り、業績の向上ひいては株式価値の向上に寄与することを目

的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」という。）を平成

25年 12 月から導入している。 

本プランでは、当社が信託銀行に「中電工従業員株式投資会専用信託口」（以下、「本信託」と

いう。）を設定し、本信託は設定後 3年間にわたり中電工従業員株式投資会が取得すると見込まれ

る規模の当社株式を、借入金を原資として当社からの第三者割当によって予め取得する。その後は、

本信託から中電工従業員株式投資会に対して継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終

了時点で本信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産とし

て受益者適格要件を満たす者に分配される。なお、当社は、本信託が当社株式を取得するための借

入に対し保証をしているため、当社株価の下落により本信託内に株式売却損相当額が累積し、信託

終了時点において本信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、

当社が当該残債を弁済することになる。 

    ② 信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産

の部に自己株式として計上している。当期末の当該自己株式の帳簿価額は 109 百万円、株式数は 60

千株である。 

    ③ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

当期末の短期借入金の帳簿価額は 61 百万円である。 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 30,352 百万円 

 (2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

短期金銭債権 8,786 百万円 

長期金銭債権 5,050 百万円 

短期金銭債務 3,079 百万円 

長期金銭債務 1,679 百万円 

   (3) 取締役、監査役に対する金銭債務                     

     金銭債務                          120 百万円 
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３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

関係会社に対する営業取引による取引高 

関係会社に対する売上高  41,008 百万円 

関係会社からの仕入等 14,742 百万円 

関係会社に対する営業取引以外の取引高 407 百万円 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

当期末日における自己株式の数 

普通株式 6,841,236 株 

  （注）普通株式の自己株式の数には、中電工従業員株式投資会専用信託口が保有する当社株式が 60,300 株

含まれている。 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（平成 28 年 3 月 31 日現在） 

              （単位：百万円）                       

繰延税金資産 

退職給付引当金 4,566

有価証券評価損 1,395

未払賞与 1,275

貸倒引当金 52

その他 719

繰延税金資産小計 8,010

評価性引当額 △ 1,499

繰延税金資産合計 6,510

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △ 3,353

固定資産圧縮積立金 △ 937

特別償却準備金 △ 2

繰延税金負債合計 △ 4,293

繰延税金資産の純額 2,217
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６．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種 類
会社等の

名称
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又 

は職業

議決権等の

所有（被所有）

割合(％)

関連当事者 

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科 目

期末残高

(百万円)

その他の

関係会社

中国電力

株式会社

広島市

中区
185,527 電気事業

（被所有） 

直接

41.86

間接

0.21

電気工事等の 

請負施工 

資金貸付 

役員の兼務 

電気工事等の

請負施工
39,243

完成工事

未収入金
6,462

未成工事

受入金
2

受取利息 18 長期貸付金 5,000

(注)1１.上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

ⅰ２.取引条件及び取引条件の決定方針等 

1 電気工事等の請負については、事前に請負付託単価契約を締結し、これにより取引金額を決定するも

のと、一般取引先と同様個々の工事について見積により取引金額を決定するものとがある。また、請負

代金については、検収月の翌月に 100％現金で受領している。 

1   資金貸付について、設備資金としての貸付であり、受取利息については、市場金利を勘案して決定し

ている。 

(2) 役員及び個人主要株主等 

種 類

会社等の

名称 

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又 

は職業

議決権等の

所有（被所有）

割合(％)

関連当事者 

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科 目

期末残高

(百万円)

役員の

近親者
金山昌司 － － 電気工事業 －

当社取締役  

金山幸の実弟
電気工事の発注 18 工事未払金 1

(注)1１.上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

ⅰ２.取引条件及び取引条件の決定方針等 

1 電気工事の発注については、当社の請負金額及び提示された見積工事単価を検討の上、事前に委託業

務契約を締結し、これにより取引金額を決定している。 

７．1 株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産額 3,589 円 37 銭 

1 株当たり当期純利益 178 円 70 銭 

（注）株主資本において自己株式として計上されている中電工従業員株式投資会専用信託口に残存する自社の

株式は、1株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、1

株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めている。 

   1 株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当期 60,300 株であり、1 株当た

り当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当期 97,620 株である。 
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８．その他の注記 

退職給付に関する注記 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度を採用し、企業年金制度及び退職一時

金制度を設けている。退職一時金制度には、退職給付信託を設定している。それぞれ、ポイントに基づい

て、企業年金制度では一時金又は年金、退職一時金制度では一時金を支給している。 

(2) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：百万円） 

退職給付債務の期首残高 33,398 

勤務費用 1,431 

利息費用 333 

数理計算上の差異の発生額 398 

退職給付の支払額 △ 3,505  

退職給付債務の期末残高 32,057  

(3) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：百万円） 

年金資産の期首残高 29,092 

期待運用収益 288 

数理計算上の差異の発生額 △2,560 

事業主からの拠出額 2,787 

退職給付の支払額 △ 3,502  

年金資産の期末残高 26,104  

(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

（単位：百万円） 

積立型制度の退職給付債務 32,053 

年金資産 △ 26,104 

 5,948 

非積立型制度の退職給付債務 4 

未積立退職給付債務 5,952 

未認識数理計算上の差異 707 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,659 

退職給付引当金 6,659 

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

（単位：百万円） 

勤務費用 1,431 

利息費用 333 

期待運用収益 △ 288 

数理計算上の差異の費用処理額 △33 

確定給付制度に係る退職給付費用 1,443 
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(6) 年金資産に関する事項 

① 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。 

（単位：％） 

債券 21 

株式 35 

一般勘定 23 

その他 21 

合 計 100 

（注）年金資産合計には、退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が 42％含まれている。 

② 長期期待運用収益率の設定方法 

１．企業年金資産 

   年金資産の構成、運用方針、過去の運用実績及び年金資産が退職給付の支払に充てられるまで

の長期的な期間を考慮して設定している。 

      ２．退職給付信託 

        退職給付信託は株式及び金利の低い預金によって構成されており、期待運用収益の算定が困難

であるため、長期期待運用収益率を見積っていない。

(7) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

      当期末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率  1.0％ 

長期期待運用収益率 企業年金資産 2.0％ 

退職給付信託 －％ 

（注）本個別注記表は、次により記載しております。 

1．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

2．比率は、表示単位未満を四捨五入により表示しております。 


